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別紙 

１．

ＮＧ

Ｎを

活用

した

音声

サー

ビス

の提

供 

（１） 優先パケット識別

機能及び優先パケットル

ーティング伝送機能を利

用するに当たり、情郵審答

申（平成 28 年（2016 年）

11 月）において、情郵審

から総務省に対し、現在Ｖ

ＮＥ事業者が接続してい

る「ＮＧＮにおけるゲート

ウェイルータについては、

10Ｇｂｐｓ又は 100Ｇｂｐ

ｓの単位のポートのみが

用意されていることから、

ＮＴＴ東日本・西日本に対

し、接続事業者からの要望

を踏まえ、ＮＧＮのゲート

ウェイルータと接続事業

者のＩＰ網を直接接続す

る場合は、より容量の小さ

いベースでの接続にも対

応するよう検討すること

を要請すること」が要望さ

れ、同日、総務省からＮＴ

Ｔ東日本・西日本に対し、

同内容の要請を行った。こ

の点について、今後、競争

事業者が優先パケット識

別機能及び優先パケット

ルーティング伝送機能を

利用することに関して、留

意すべき点はあるか。 

現在、IPoE 接続における NGN のゲートウェイルータ

のポートの貸し出し単位は 10Gbps・100Gbps のみとな

っていますが、より小さい単位でのゲートウェイルー

タの接続が実現すれば、地域事業者がスモールスター

トで新規参入することが可能となり、また、新たな企

業の創業などの効果も見込まれることから、NGN の利用

促進につながると考えます。  

ただし、後述する通り、ゲートウェイルータやそれ

に付随する情報システム等が網改造によって設定され

ており、これらが高額であるため地域事業者の参入を

困難としています。これらの費用を一部の事業者のみ

で負担するのではなく、収容局接続機能の原価に算入

すること等、改善が必要です。 

（２） そのほか、優先パ

ケット識別機能及び優先

パケットルーティング伝

送機能を利用することに

NGN のオープン化が促進され、新たな機能が利用でき

るようになったことは歓迎です。しかしながら優先転

送機能においては、例えばハイパージャイアンツなど

によって優先パケットの買い占めが行われる恐れがあ



関して、検討すべき事項は

あるか。 

る等、懸念もあります。そのため、NTT 東西殿や接続事

業者間における公平な NGN の利用方法について、議論

をする必要があると考えます。 

（３） 現在、固定電話網

の移行後のＩＰ網のある

べき姿については、情報通

信審議会電気通信事業政

策部会電話網移行円滑化

委員会において議論され

ているところである。現

在、競争事業者は、ＮＴＴ

東日本・西日本のＩＧＳ交

換機と接続して、ひかり電

話との発着信を実現して

いるが、移行後はＮＧＮと

ＩＰ－ＩＰ接続すること

によりＮＴＴ東日本・西日

本のひかり電話との発着

信を行うことになるとみ

られている。同委員会での

検討状況を踏まえつつ、Ｎ

ＧＮとのＩＰ－ＩＰ接続

に係る接続ルールに関し

て、検討すべき事項はある

か。 

― 

２．

ＮＧ

Ｎを

活用

した

デー

タ系

サー

ビス

の提

供 

（１） ＩＳＰ事業者によ

るＮＧＮの利用に関して、

検討すべき事項はあるか。 

■網終端装置（PPPoE 方式） 

NTT 東西殿が設置した網終端装置は、現在複数ユーザ

のトラフィックが収容されている装置ですが、コンテ

ンツのリッチ化や OS等のアップデートに伴うネットワ

ークトラフィックの急増により網終端装置において輻

輳が発生しています。ネットワークの品質劣化に伴い

ユーザから多くのクレームを受けていることから、多

くの接続事業者は網終端装置の増強を NTT 東西殿へ

度々要請しています。 

しかし、NTT 東西殿は「収容ユーザ（セッション）数

を満たしていない」との理由から応じてくれない状況



であり、ISP 事業者はユーザのネットワーク品質改善に

向けてなんら対応ができない状況です。網終端装置の

収容ユーザ数等の仕様は現状のインターネット利用環

境と大きく乖離していることから、NTT 東西殿は設備増

強ポリシーをセッション数ベースからトラフィックベ

ースに変更する等、速やかに設備の収容ポリシー等の

見直しを行って頂くようお願いします。 

また、網終端装置の仕様等については、NTT 東西殿と

接続事業者間の個別の NDA の上で情報開示されている

ことから ISP 事業者同士のオープンな議論や団体交渉

ができない状況です。NTT 東西殿は網終端装置の仕様等

を接続事業者全体へ開示することを要望します。  

 

■ゲートウェイルータ（IPoE 方式）  

IPoE 方式のゲートウェイルータ費用は現在網改造料

として接続事業者が負担していますが、情報システム

料金と合わせ、これらの負担は接続事業者にとって非

常に高額であり、利用促進されるべき IPoE 接続の新規

参入を阻む主な要因となっています。 PPPoE 方式の網

終端装置は収容局接続機能の費用となっているにもか

かわらず、IPoE 方式のゲートウェイルータ（PPPoE 方

式の網終端装置に相当）は網改造料として費用負担が

行われている状況であり、インターネットアクセスサ

ービスのコストの構造がいびつになっています。 この

ため、IPoE 方式のゲートウェイルータも PPPoE 方式と

同様に収容局接続機能に算入することが適切と考えま

す。 

ちなみに、網改造料はその明細が開示されず、NTT 東

西殿の言い値で接続事業者が負担をさせられているこ

とから費用の明細の開示や入札状況の開示等により、

費用の低廉化や適正性を接続事業者が検証できるよう

な制度を要望します。 

（２） ＮＧＮを利用する

ＶＰＮサービスに関して、

検討すべき事項はあるか。 

― 



（３） 今般、第一種指定

電気通信設備接続料規則

の一部改正により、優先パ

ケット識別機能及び優先

パケットルーティング伝

送機能が新たに接続約款

のメニューに追加される

ことになる。ＮＧＮ上で優

先制御したデータ系サー

ビスの提供に当たり、これ

らの接続メニューを利用

する上で留意すべき点は

あるか。 

― 

（４） そのほか、ＮＧＮ

を活用したデータ系サー

ビスの提供に関して、検討

すべき事項はあるか。 

他事業者によるフレッツサービスの利用において

は、現在「光回線の卸売サービス」が提供されており

ますが、卸であるがゆえに、接続事業者に対する卸料

金やその他卸条件等については、NTT 東西殿によって自

由に設定されている状況です。卸条件は、NTT 東西殿と

接続事業者間の個別の NDA の上で開示されていること

から、ISP 事業者同士のオープンな議論や団体交渉がで

きない状況です。「光回線の卸売サービス」と同等の機

能を接続料化することで、透明性を確保し、団体交渉

やオープンな議論を可能とすることで、より公正な競

争環境を作ることが大切であると考えます。  

ちなみに、当協会は NGN の提供が開始された当初よ

り、ISP 事業者向けの NGN オープン化を求めてまいりま

した。当初、NTT 東西殿は「特定の ISP 事業者向けに接

続先を限定することができない」ことを理由に接続料

化（ISP による料金設定）が困難と主張してきましたが、

ISP 事業者に卸提供が行われている現在では、可能であ

ると考えます。 

３．

ＮＧ

Ｎを

活用

した

コンテンツ配信事業者等

の各種アプリケーション

サーバとＮＧＮを接続す

るためのインターフェー

ス（ＳＮＩ）について、Ｎ

SNI はコストが高いため、事業展開が行えなくなった

企業やそもそも新規参入が不可能な企業もあります。

現在、フレッツ・キャストの機能はコンテンツ事業者

向けに SNI で提供されていますが、接続ではないため

そのコスト算定も不透明であるという問題点があり、



映像

配信

サー

ビス

の提

供 

ＴＴ東日本・西日本は、平

成 20 年（2008 年）３月か

ら「フレッツ・キャスト」

の提供を開始した。この

「フレッツ・キャスト」の

ための機能に関して、検討

すべき事項はあるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

フレッツ・キャストと同等機能を NNI とすることによ

り、他事業者も NTT 東西殿と同条件でコンテンツ配信

のためのプラットフォームを提供できるようにしてい

ただきたいと考えます。  

そもそも、NTT 東西殿のみが提供可能なサービスが多

いことから、他事業者も NTT 東西殿と同条件でサービ

ス提供が行えるよう、NTT 東西殿と他事業者間の同等性

の確保が必要です。 

４．

ＮＧ

Ｎの

接続

料の

算定

方法 

（１） ＮＧＮは、ベスト

エフォート型と品質保証

型のサービスを統合的に

提供可能なＩＰ網である。

そのため、ＮＧＮの接続料

の算定に当たって、最優先

通信と高優先通信につい

ては、通信品質を確保する

ため、通信要求時の帯域に

対して一定の帯域を上乗

せするＱｏＳ換算係数（最

優先通信：1.20 倍、高優

先通信：1.16 倍）が用いら

れている。また、一般的に

ＩＰ系の装置価格につい

ては、帯域に応じてスケー

ルメリットが働くことか

ら、帯域換算係数（帯域 10 

倍に対しコストはＮＴＴ

東日本：約 2.6 倍、ＮＴＴ

西日本：約 2.5 倍（いずれ

帯域換算係数は、データ量が少ない地域事業者に不

利にならないように、負担の公平性について配慮をお

願いします。 



も平成 28 年度適用料金））

が用いられている。こうし

たＱｏＳ換算係数及び帯

域換算係数の適用に当た

り、検討すべき事項はある

か。 

（２） 現行のＮＧＮでは、

中継局接続機能のゲート

ウェイルータの費用（接続

用ポートの費用を除く。）

は網使用料として回収さ

れているが、他方で、ＩＰ

ｏＥ接続のゲートウェイ

ルータは網改造料で回収

されている。これに関し

て、検討すべき事項はある

か。 

― 

（３） ＮＧＮは、平成 20 

年（2008 年）３月の商用

サービスの開始に当たり、

中継局接続機能（10Ｇｂｐ

ｓメニューのみ）、収容局

接続機能（１Ｇｂｐｓメニ

ューのみ）、ＩＧＳ接続機

能、イーサネット接続機能

が接続約款に定められた。

これら４つの接続機能の

接続料の算定方法に関し

て、検討すべき事項はある

か。 

― 

（４） そのほか、ＮＧＮ

の接続料の算定方法に関

して、検討すべき事項はあ

るか。 

■IPoE-POI の単県化  

現在の IPoE 接続用の POI は東京、大阪のみに設置さ

れており、NGN 内の長距離ネットワークの支払いが必須

であることから、特に地域事業者の場合は接続に係る

負担が大きくなります。また、一部の地域事業者に関

しては地域で接続を行い、地域独自のサービス等を提



供し、地域の ICT を促進している例もあります。 

これらの理由から、NTT 東西殿においては単県 POI を

設置して頂くよう希望します。また、地域の POI をつ

くることにより、地域に閉じた VPN の構築等、利活用

の幅は広いと考えていますので、積極的に単県 POI を

設置して頂きたいと考えます。  

 

■県間 NW の第一種指定電気通信設備化 

NGN の県間ネットワークは非指定設備であることか

らそのコストが不透明になっております。第一種指定

電気通信設備化することで、低廉化されることを希望

します。また、県間ネットワークの入札状況が適正な

運用となっているかどうかも検証がおこなわれるとよ

いと考えます。 

５．

その

他 

その他、接続料の算定、接

続の手続、情報開示、コロ

ケーション等の全般に関

して、検討すべき事項はあ

るか。 

■情報開示 

NTT 東西殿の設備開示が十分に行われていないため、

NGN の設備や構成等を接続事業者にオープンにして幅

広く議論していくことが必要と考えます。 

また、IPoE 方式のゲートウェイルータや PPPoE 方式

の網終端装置の仕様等つきましては、NTT 東西殿と接続

事業者間の個別の NDAの上で開示されていることから、

団体交渉ができなくなり、各種接続条件やサービス内

容について接続事業者が広く情報を得て議論をする場

がありませんでした。 

この情報等の非対称性については今後の多様なネッ

トワークサービスの展開や新規参入等による市場の活

性化等を阻害しかねないと考えます。よって今回のよ

うな NGN 及びこれに類するようなネットワークの利用

については、オープンでノンバインディングな検討の

場を設けることを要望いたします。 

 

■NTT 東西殿利用部門との同等性確保 

他事業者が新たに接続を要望すると、NTT 東西殿は

NTT 東西殿が持つ設備とは別に新たに設備を構築して

いるため、接続事業者は NTT 東西殿と比較して大きな

負担を強いられています。これは、NTT 東西殿が設備を



構築する際に、他事業者も同様にその設備を使えるよ

うに構築していないためです。NTT 東西殿と他事業者が

同等にサービス提供できるような手当が必要です。 

 

■IPoE-POI の単県化 

現状の東京、大阪のみの接続では、本来のインター

ネットのネットワークとは違い、中央集権型のネット

ワークにならざるをえません。また、これは災害時に

は非常に弱いネットワークとなってしまっているた

め、自律分散で災害や攻撃に強いネットワークとはほ

ど遠い構造になってしまっています。総務省殿が進め

る地域へのデータセンター分散化にしても肝心のラス

トワンマイルが東京と大阪のみでしか接続できないの

では、地方にデータセンターを設置してもそこにデー

タを置く意味が少なくなってしまいます。 

大災害や地方へのデータ移転や活性化、また都市部

と地方では差のあるトランジット価格差を少しでも是

正するためにも、都道府県単位での接続は必須である

と考えます。 

 

■網終端装置の短納期化 

網終端装置の増強申請が NTT 東西殿により認められ

にくく、ユーザサービスに影響が出ていることは上述

したとおりですが、仮に増強が認められた場合でも申

請してからサービスインするまでの期間が半年～1年

と長期化してきています。現在のインターネット環境

で 1年先のトラヒックまで予測することは大変困難で

あり、最適なサービスの提供が行えないという問題点

が発生しています。短納期化をすることによって、適

切なサービス提供ができるようにして頂きたいと考え

ます。 

 

■ONU 一体型ルータの開放 

当協会では次世代無線 LAN システム規格である NGH

を普及すべく各種活動を行っております。多くのフレ

ッツユーザ宅に設置されている宅内装置（ONU 一体型ル



ータ）は NTT 東西殿 1社によってフレッツと一体とな

った料金で提供されています。この状況は、ユーザが

技術革新に合わせて宅内装置を選択していく余地が少

ないことから、宅内環境が進展しにくい状況となって

います。このため、ONU 一体型ルータ等の宅内装置の販

売や、顧客自身による設置を自由に行えるようにする

ことで、フレッツの料金が低減化するとともに、ユー

ザが自由に宅内装置を設置できるようになります。 

また、上述の通り、ONU 一体型ルータは NTT 東西殿の

専用装置となっているため、その設置には、ISP 事業

者・NTT 東西殿・顧客の工事調整が必要となり、短期開

通率を下げる原因ともなっています。顧客自身で設置

できるようにすることで、回線開通の期間をより短縮

し、利便性を高めていくことが重要であると考えます。

 


